親告罪・私人訴追犯罪・職権訴追犯罪としての著作権法違反（1） -TPPをめぐる我が国の著作権等侵害罪の一部非親告罪化の動きを踏まえたドイツ・スイス・オーストリア・リヒテンシュタインとの比較法制史的考察- by 黒澤,睦




























































































































































































第 1回帝国議会で、1890年（明治 23年）12月 8日に衆議院議員末松謙澄が法
案を提出した。衆議院は修正のうえ可決したが、貴族院で審議未了となった(21) 。
第 2回帝国議会で、1891年（明治 24年）11月 30日に末松が法案を提出し、同年
12月 4日に提案理由の説明を行った。しかし、衆議院で審議未了となった(22) 。
第 3回帝国議会で、1892年（明治 25年）5月 6日に末松が法案を提出した。衆議
94


























































院「著作権法案特別委員会」である(28) 。罰則に関しては、同年 1月 26日午後、
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彼は、その著書の中で、著作権法における親告罪の趣旨について述べている。
旧著作権法が帝国議会の審議を経て成立したのは 1899年（明治 32年）3月 4日
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取引の防止に関する協定」（Anti-Counterfeiting Trade Agreement: ACTA）構
想がある(73) 。同構想は、知的財産戦略本部による 2004年 12月「模倣品・海賊
版対策加速化パッケージ」(74) とそれを受けた 2005年 6月の「知的財産推進計画
2005」(75) を踏まえて、我が国が 2005年 7月のG8グレンイーグルズ・サミット
で提唱した模倣品・海賊版防止のための法的枠組みに端を発している。2008年 6



































2016年 3月 8日にTPP協定の国会承認を求める議案、関連 11法案が閣議決定
され、国会に提出された。6月 1日に審議未了のまま第 190回常会が閉会された
が、継続審議で次期国会に持ち越された。8月 1日からの第 191回臨時会を経て、




















































































公表された「TPP協定の暫定仮訳」（2016年 1月 7日）(93) 及び「TPP協定（訳





























Article 18.77: Criminal Procedures and Penalties
6. With respect to the offences described in paragraphs 1 through 5,
each Party shall provide the following:
（g）Its competent authorities may 　act upon their own initiative to
　initiate legal action without the need for a formal complaint by a
third person or right holder.135
【参考 1】
Article 18.76: Special Requirements related to Border Measures
5. Each Party shall provide that its competent authorities may initiate
border measures 　ex officio119 with respect to goods under customs
control120 that are:
119 For greater certainty, that 　ex officio action does not require
a formal complaint from a third party or right holder.
【参考 2】
ACTA ARTICLE 26: EX OFFICIO CRIMINAL ENFORCEMENT
Each Party shall provide that, 　in appropriate cases, its competent
authorities may　act upon their own initiative to　initiate investigation or
　legal action with respect to the criminal offences specified in paragraphs
1, 2, 3, and 4 of Article 23 (Criminal Offences) for which that Party


























































































条まで、108b条 1項及び 2項のほか、不正競争防止法 16条から 19条まで、特許
法 142条 1項、実用新案法 25条 1項、半導体保護法 10条 1項、品種保護法 39条
1項、商標法 143条 1項、143a条 1項、144条 1項及び 2項、デザイン法 51条、














項）。特別法では、著作権法 106条から 108b条までのほか、特許法 142条、実用
新案法 25条、半導体保護法 10条、品種保護法 39条、美術著作権法 33条、不正









護法 44条、事業所組織法 120条、有限会社法 85条、商法 333条等がある。条件
付親告罪の代表例として、刑法典では、単純故意傷害・過失傷害（230条）、低価
値物の窃盗等（248a条）、取引交渉における贈収賄（299条）、器物損壊等（303c
条）等があり、特別法では、著作権法 109条・106条から 108条及び 108b条のほ
か、商標法 143条 4項・1項等、デザイン法 51条 4項・1項等、特許法 142条 4
項・1項、実用新案法 25条 4項・1項、半導体保護法 10条 4項・1項、品種保護
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第 111a条は、① 95a条 3項違反（技術的保護手段回避関連行為）、② 95b条 2項




































Die gerichtliche Untersuchung der in den §§. 2. 3. 4. bezeichneten
Vergehen ist nicht von Amtswegen, sondern nur auf den Antrag der
Verletzten einzuleiten.
Will der Verleger der Schrift den Antrag machen, so kann dieses von
dem Autor oder dessen Erben geschehen, in so fern dieselben noch ein
von dem Verleger unabha¨ngiges Interesse haben.
プロイセン著作権法 第 16条
Nach einmal erfolgter Einleitung der Untersuchung kann die
Zuru¨cknahme des Antrags zwar in Beziehung auf die Entscha¨digung




Das gerichtliche Strafverfahren ist nicht von Amtswegen, sondern nur
auf den Antrag des Verletzten einzuleiten. Der Antrag auf Bestrafung
kann bis zur Verku¨ndung eines auf Strafe lautenden Erkenntnisses
zuru¨ckgenommen werden.
1876年の絵画著作権法(113)（16条：1870年著作権法の 18条から 42条までを






Die Strafverfolgung in den Fa¨llen der §§. 38, 39, 44 tritt nur auf
Antrag ein. Die Zuru¨cknahme des Antrags ist zula¨ssig.
120
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1907年造形芸術・写真作品著作権法　第 41条
Die Strafverfolgung in den Fa¨llen der §§ 32, 33, 40 tritt nur auf Antrag
ein. Die Zuru¨cknahme des Antrags ist zula¨ssig.
ドイツの現行著作権法は、1965年に成立したものである(117) 。当初は、著作権
















1990年 3月 7日の著作権保護強化及び海賊品対策法(121) によって、著作権法
106条、107条、108条の法定刑が「1年以下の自由刑又は罰金刑」から「3年以
下の自由刑又は罰金刑」に引き上げられるとともに、それぞれの第 2項に未遂処罰
規定が挿入された（同法 2条 10号）。また、108a条の対象に 107条が追加された
（同法 2条 11号）。
2003年 9月 10日の情報社会における著作権規制法(122) によって、著作権法
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なお、2011年の不正資金対策法(123) によって、著作権法 106条から 108b条
が、他の知的財産侵害罪とともに、資金洗浄罪の前提行為〔Vortat〕として取り込








著作権法の絶対的親告罪規定が条件付親告罪規定に変更された 1985年 6月 24
日の著作権法等一部改正(125) の立法過程を確認する。
































































罪化されている。それは、① 1985年 7月 18日の第 22次刑法一部改正法(130) に
よる器物損壊の絶対的親告罪からの条件付親告罪化（刑法 303条旧 3項；刑法現
行 303c条）、② 1986年 5月 15日の第 2次経済犯罪対策法(131) による、②-1）旧
不正競争防止法における絶対的親告罪からの条件付親告罪化（旧不正競争防止法
22条 1項 2文）と、②-2）データ改ざん（刑法 303a条）及びコンピューター妨害
（刑法 303b条）の条件付親告罪としての新設（刑法 303c条――1985年 7月改正
による器物損壊の条件付親告罪規定とともに独立規定化）、②-3）低価値事件のコ











1985年 7月 18日の第 22次刑法一部改正法 1条によって、器物損壊（刑法 303
124
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条）が、絶対的親告罪から条件付親告罪化された（同条 3項）。その後、1986年 5
月 15日の第 2次経済犯罪対策法 1条 16号及び 17号によって、条件付親告罪規定
が 303条 3項から 303c条に移動され、同法 17号によって新設されたデータ改ざ
ん（303a条）及びコンピューター妨害（303b条）とともに、統一規定の下に規定
された。この条件付親告罪規定自体は現行 303c条に引き継がれているが、2007年
8月 7日の第 41次刑法一部改正法 1条 5号及び 6号(135) によって、データ改ざん
（303b条）及びコンピューター妨害（303b条）の改正が行われ、その一部が非親
告罪化されている（後述②-2を参照）。
第 22次刑法一部改正法の法案は、連邦参議院における 1982年 4月 13日（及び







































































1986年 5月 15日の第 2次経済犯罪対策法 4条 6号 bによって、旧不正競争防止
法 17条（営業・企業秘密の漏洩）、18条（ひな形の利用）及び 20条（漏洩の唆し・
申出）が、新たに 22条 1項 2文が挿入されたことにより、絶対的親告罪（旧不正
競争防止法 22条 1項 1文を参照）から条件付親告罪化された(161) 。同時に、第 2
次経済犯罪対策法 4条 6号 aにより、同法 4条 1号による新規定の旧不正競争防止
法 6c条が、同法 4条とともに非親告罪として規定された(162) 。この条件付親告罪




件付親告罪である 17条、18条及び 20条の罪が、刑訴法 374条 1項 7号による私
人訴追制度の対象となった(164) 。そして、それを引き継ぐ現行不正競争防止法に
おいては、非親告罪である 16条の罪とともに、条件付親告罪である 17条、18条
及び 19条の罪が、私人訴追制度の対象とされている（刑訴法 374条 1項 7号）。
この第 2次経済犯罪対策法の立法過程において、1982年 6月 4日及び 1983年
4月 8日の政府案(165) では、条件付親告罪化の規定は存在しなかった。
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1986年 5月 15日の第 2次経済犯罪対策法 1条 17号によって、データ改ざん（刑
法）及びコンピューター妨害（刑法 303b条）が新たに導入され、1985年の第 22
次刑法一部改正によって条件付親告罪化していた器物損壊の条件付親告罪規定（旧
303条 3項）が 303c条に移動して独立し、303条から 303b条までの統一的な条
件付親告罪規定とされた。この条件付親告罪規定自体は現行 303c条に引き継がれ
ているが、2007年 8月 7日の第 41次刑法一部改正法（コンピューター犯罪対策）
128
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1条 5号及び 6号(168) によって、データ改ざんの予備（303b条 3項・202c条）、
コンピューター妨害の予備（303b条・202c条）と特に重い事案（303b条 4項）が
独立して規定され、非親告罪化されている（第 41次刑法一部改正法 1条 7号）。






従来の刑法 303条と同様に、刑法 303a条及び 303b条は、原則として親告罪
として規定される。例外的に、特別な公益がある場合には、刑事手続が告訴が
なくとも遂行されうる。委員会は、　刑法 303条から 303b条までに対する規制









1986年 5月 15日の第 2次経済犯罪対策法 1条 9号によって、低価値事件のコン
ピューター詐欺（刑法 263a条）が新たに導入され、同罪は条件付親告罪とされた




値事件のコンピュータ詐欺については、2003年 12月 22日の第 35次刑法一部改
正法 1条 10号(172) によって、コンピューター詐欺の予備罪（263a条 3項、なお
4項）が非親告罪として新設された。
129
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この第 2次経済犯罪対策法の立法過程において、1982年 6月 4日及び 1983年
4月 8日の政府案(173) では、低価値事件のコンピューター詐欺の条件付親告罪規























1990年改正法 1条 2号によって新たに挿入された 25d条 4項は、同じく新たに
挿入された商標等の違法表示又はそのように表示された商品の流通・販売（25d条
1項、3年以下の自由刑又は罰金刑――法定刑の引上げ）を条件付親告罪とした。
同時に、1990年改正法 1条 2号は、業として行われた場合（25d条 2項、5年以
下の自由刑又は罰金刑）を新たに挿入し、非親告罪とした（25d条 4項による指示
130




侵害等）（及び 1a項――削除）、143a条 2項・143条 4項準用（共同商標の侵害）






罰金刑）が〈絶対的親告罪〉とされていた（1990年改正前 14条 2項）(181) 。
1990年改正法 3条 3号によって新たに挿入された旧旧意匠法 14条 4項は、頒
布目的でのひな形等の複製品の無権限製造とそのように製造された複製品の頒布
（14条 1項、3年以下の自由刑又は罰金刑――法定刑の引上げ）を〈条件付親告罪〉




65条 2項・51条 4項準用（共有意匠の侵害）を経て、2014年のデザイン法 51条
4項・1項（無断使用）及び 65条 2項・51条 4項準用（共有意匠の侵害）に引き


















































1990年改正法 7条 7号によって新たに挿入された品種保護法 39条 4項は、無
権限で違法に種等を流通させ又は生産する等の行為（39条 1項、3年以下の自由
刑又は罰金刑――法定刑の引上げ）を〈条件付親告罪〉とした。同時に、1990年
















































































































































法(203) 3条 1号の「zu gewerbma¨ßigen Zwecken」から借用して導入されたもの
である(204) 。アクセス制御手段保護法の「業として」の目的には、同法の立法理
由書によれば、収入を得るための持続的な活動であることが必要である(205) 。
著作権法 108b条 2項とアクセス制御手段保護法 3条 1号とで文言が異なる理由





5年であるのに対して、108b条 2項は 1年、108b条 3項は 3年であり、この点が
差違をもたらした理由の一つと推測される。
137












刑事訴追に対する特別な公益（特許法 142条 4項、実用新案法 25条 4項、
半導体保護法 10条 4項、品種保護法 39条 4項、商標法 143条 4項、意匠法



















































知的財産権侵害（特許法 142条 1項、実用新案法 25条 1項、半導体保護法
10条 1項、品種保護法 39条 1項、商標法 143条 1項、143a条及び 144条
139
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1項及び 2項、デザイン法 51条 1項及び 65条 1項、著作権法 106条ないし
108条及び 108b条並びに造形芸術及び写真作品の著作権に関する法律 33条）
の刑事訴追に対する公益は、　単に些細な保護権侵害が問題となっているので





































































（最終更新 2016年 10月 2日）を参照。







(5)出版条例改正（明治 5年 1月 13日文部省無号）。





(8)明治 20年 12月 29日勅令第 77号。
(9)明治 26年 4月 14日法律第 16号。
(10)明治 32年 3月 4日法律第 39号。
(11)昭和 45年 5月 6日法律第 48号。
(12)平成 3年 5月 2日法律第 63号。
(13)平成 7年 5月 12日法律第 91号。
(14)平成 10年 5月 6日法律第 51号。不正競争防止法における営業秘密侵害罪との関係で、
特許法と著作権法の非親告罪・親告罪を論じるものとして、帖佐隆「営業秘密侵害罪と
親告罪・非親告罪」パテント 68巻 1号（2015年）109頁以下を参照。
(15)平成 11年 6月 23日法律第 77号。
(16)平成 16年 6月 9日法律第 92号（平成 17年 1月 1日施行）。
(17)平成 16年 6月 18日法律第 120号（平成 17年 4月 1日施行）。





松謙澄君提出）」（明治 23年 12月 10日）7号 78頁、「版権法案第一読会」（12月 18日）
13号 152頁以下、「版権法案第二読会」（12月 22日）17号 215頁以下、「版権法案第二
読会ノ続キ」（12月 23日）19号 235頁以下、「版権法案第二読会ノ続キ」（12月 24日）
19号 250頁以下、「版権法案第三読会」（明治 24年 3月 3日）58号 948頁。「貴族院第
1回通常会議事速記録」〈http://teikokugikai-i.ndl.go.jp/〉：「版権法案第一読会」（明治
24年 3月 7日）45号 723頁以下。
(22)「衆議院第 2回通常会議事速記録」〈http://teikokugikai-i.ndl.go.jp/〉：「版権法案（末松
謙澄君提出）第一読会」（明治 24年 12月 4日）5号 38頁以下。
(23)「衆議院第 3回通常会議事速記録」〈http://teikokugikai-i.ndl.go.jp/〉：「版権法案（末松謙澄
君提出）第一読会」（明治 25年 5月 14日）6号 92頁以下、「特別委員長ノ報告／第二読会」（5
142
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月 26日）10号 196頁以下、「第二読会」（5月 28日）12号 238頁以下、「第三読会」（6月 2日）
16号 355頁以下。「貴族院第 3回通常会議事速記録」〈http://teikokugikai-i.ndl.go.jp/〉：
「版権法案第一読会」（明治 25年 6月 8日）21号 291頁以下。
(24)「衆議院第 4回通常会議事速記録」〈http://teikokugikai-i.ndl.go.jp/〉：「版権法案第一読会」
（明治 25年 12月 7日）6号 104頁以下、「版権法案第一読会ノ続可決」（明治 25年 12月 15
日）13号 298頁、「版権法案第二読会」（明治 26年 2月 24日）34号 801頁以下、「貴族院
修正出版条例改正案可決」（2月 27日）45号 1059頁、「貴族院修正版権法案可決」（2月 27
日）45号 1060頁。「貴族院第 4回通常会議事速記録」〈http://teikokugikai-i.ndl.go.jp/〉：
「版権法案第一読会」（明治 26年 2月 20日）33号 420頁、「版権法案特別委員長及副委
員長ノ選定／当選ノ報告」（2月 20日、21日）33号 430頁以下、「版権法案第一読会ノ
続」（2月 24日）37号 504頁以下、「版権法案第二読会」（2月 24日）37号 508頁以下、
「版権法案第三読会」（2月 24日）37号 514頁以下、「版権法案ヲ衆議院ヘ回付セシ報告」
（2月 25日）38号 520頁。
























(42)「第 63回国会衆議院文教委員会議録第 5号」（1970年（昭和 45年）3月 11日）30頁参
照。
(43)「第 63回国会衆議院文教委員会議録第 5号」・前掲注（42）30頁以下、同「第 7号」（1970
年（昭和 45年）3月 18日）1頁以下、同「第 8号」（同年 3月 20日）1頁以下、「第 63
回国会衆議院文教委員会著作権法案審査小委員会議録第 2号」（同年 3月 26日）、同「第
3号」（同年 3月 27日）1頁以下、同「第 4号」（同年 4月 1日）1頁以下、同「第 5号」
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（同年 4月 2日）1頁以下、「第 63回国会衆議院文教委員会議録第 11号」（同年 4月 8日）
1頁以下、同「第 12号」（同年 4月 9日）1頁、「第 63回国会衆議院会議録 19号」（同年
4月 10日）600頁以下。「第 63回国会参議院文教委員会会議録第 3号」（1970年（昭和
45年）3月 5日）6頁以下（予備審査）、同「第 9号」（同年 4月 14日）1頁以下、同「第
10号」（同年 4月 16日）1頁以下、同「第 11号」（同年 4月 21日）1頁以下、同「第 12
号」（同年 4月 23日）1頁以下、同「第 13号」（同年 4月 28日）3頁以下、「第 63回国















































〈http://www.cric.or.jp/db/report/h11 12b/h11 12b main.html〉、なお、〈http://www.













(67)知的財産戦略本部知的創造サイクル専門調査会「（第 10回）議事録」（2007年 2月 26
日）（藤田事務局次長の説明）〈http://www.kantei.go.jp/jp/singi/titeki2/tyousakai/cycle/
dai10/10gijiroku.html〉。
(68)知的財産戦略本部「知的財産推進計画 2007」（2007年 5月 31日）63頁以下〈http://www.
kantei.go.jp/jp/singi/titeki2/kettei/070531keikaku.pdf〉。
(69)著作権分科会法制問題小委員会（第 5回）資料 3「著作権法における親告罪の在り方に関する論
点のまとめ（案）」（2007年 6月 29日）〈http://www.mext.go.jp/b menu/shingi/bunka/
gijiroku/013/07071010/003.htm〉。
(70)文化審議会著作権分科会（第 23回）資料 3「文化審議会著作権分科会法制問題小委員会平成 19
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〈http://www.kantei.go.jp/jp/singi/titeki2/kettei/051216mohou.pdf〉。



































(93)「TPP協定の暫定仮訳」／「第 18章（知的財産）」（2016年 1月 7日）〈http://www.cas.
go.jp/jp/tpp/naiyou/pdf/zanteikariyaku/160107 zanteikariyaku18.pdf〉。
(94)「TPP協定（訳文）」／「第 18章（知的財産）」（2016年 3月 8日）〈http://www.cas.go.jp/
jp/tpp/naiyou/pdf/text yakubun/160308 yakubun 18.pdf〉。









令集」〔Bundesministerium der Justiz und fu¨r Verbraucherschutz/ Juris, Gesetze
im Internet〈http://www.gesetze-im-internet.de/〉〕に基づく。ドイツ著作権法の翻訳
について、公益社団法人著作権情報センター／本山雅弘訳「ドイツ著作権及び著作隣接





て、染野啓子「〈判批〉最決平 7・4・4刑集 49巻 4号 563頁」判例時報 1546号〔判例評
論 443号〕（1996年）218頁以下〔72頁以下〕、221頁〔75頁〕がある。なお、清水真
「〈判批〉最決平 7・4・4刑集 49巻 4号 563頁」法学新報 104巻 6・7号（1998年）179
頁以下〔187頁〕も参照。
(99)ドイツの刑事訴追制度については、最近のものとして、Hans-Heiner Ku¨hne,
Strafprozessrecht: Eine systematische Darstellung des deutschen und europa¨ischen
Strafverfahrensrechts, 9. Aufl., 2015; Lutz Meyer-Goßner/ Bertram Schmitt,
Strafprozessordnung Kurzkommentar, 59. Aufl., 2016; Claus Roxin/ Bernd























(102) 知的財産法領域における公訴参加について、Jochen Bung, Strafprozessuale
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Fragen beim Schutz geistigen Eigentums. Beweiserleichterungen, Nebenklage
und versta¨rkte Beteiligung Privater in europa¨ischen Ermittlungsverfahren, in:
Nikolaus Bosch et al. (Hrsg.), Geistiges Eigentum und Strafrecht, 2011, S. 139








Clemens Kessler, Probleme der Gescha¨digtenvertretung in Strafverfahren gegen
Schutzrechtsverletzter, in: Nikolaus Bosch et al. (Hrsg.), Geistiges Eigentum
und Strafrecht, 2011, S. 155 ff.を参照。
(106) ドイツ著作権法の罰則に関する研究書として、Ulrich Weber, Der strafrechtliche Schutz
des Urheberrechts: unter Beru¨cksichtigung der bestehenden zivilrechtlichen
Schutzmo¨glichkeiten, 1976〔テュービンゲン大学教授資格論文。ドイツ著作権法におけ
る罰則に関する最も重厚な研究書である。〕；Ulrich Hildebrandt, Die Strafvorschriften
des Urheberrechts, 2001〔ベルリン・フンボルト大学博士論文。罰則に関する諸問題
を逐条的に網羅的に検討している。〕を参照。ドイツ著作権法における条件付親告罪規定
を扱うものとして、Werner Winnen, Eingeschra¨nkte Antragsdelikte: Zugleich eine
Stellungnahme zu wesentlichen Fragen der Antragsdelikte, 2001を参考にした。
そのほか、ドイツ著作権法の罰則について、Hartwig Ahlberg/ Horst-Peter Go¨ttign
(Hrsg.), Mo¨hring/Nicolini Urheberrecht Kommentar, 3. Aufl., 2014; Thomas
Dreier et al., Urheberrehtsgesetz Kommentar, 5. Aufl., 2015; Gunda Dreyer et
al., Urheberrecht, 3. Aufl., 2013; Stefan Ernst, in: Ju¨rgen Peter Graf et al.
(Hrsg.), Wirtschafts- und Steuerstrafrecht, 2011, S. 2269 ff. [Urheberrechtsgesetz];
Jens Gruhl, in: Christian Mu¨ller-Gugenberger (Hrsg.), Handbuch des Wirtschaftsstraf-
und -ordnungswidrigkeitenrechts, 6. Aufl., 2015, S. 2105 ff. [Gewerbliche
Schutzrechte]; Bernd Heinrich, in: Wolfgang Joecks/ Klaus Miebach (Hrsg.),
Mu¨nchner Kommentar zum StGB, Band 7 Nebenstrafrecht II, S. 30 ff.
[Urheberrechtsgesetz]; Ulrich Loewenheim (Hrsg.), Urheberrecht Kommentar,
4. Aufl., 2010; Axel Nordemann/ Jan Bernd Nordemann (Hrsg.), Urheberrecht,
11. Aufl., 2014; Ulrich Sieber, in: Ulrich Sieber et al. (Hrsg.), Europa¨isches
Strafrecht, 2. Aufl., 2014, S. 486 ff. [Urheberstrafrecht]; Artur-Axel Wandtke/
Winfried Bullinger (Hrsg.), Praxiskommentar zum Urheberrecht, 4. Aufl., 2014
等を参考にした。
(107) Klaus Dieter Deumeland, Strafantragserfordernis fu¨r die Verfolgung von
Urheberrechtsstraftaten in Deutschland, Medien und Recht International 2010,
S. 99.
(108) 全体像について、Winnen, a.a.O. (Anm. 106), S. 45; Heinlich, a.a.O. (Anm. 106),
Vorbem. UrhG Rn. 6 ff.を参照。
(109) Allgemeines Landrecht fu¨r die Preußischen Staaten vom 01.06.1794. Vgl. Weber,
148
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a.a.O. (Anm. 106), S. 22 f. プロイセン一般ラント法典における親告罪規定一般につい
て、拙稿・前掲注（2）性犯罪 70頁以下を参照。
(110) Strafgesetzbuch fu¨r das Ko¨nigreich Baiern vom 16.05.1813. Vgl. Weber, a.a.O.
(Anm. 106), S. 23 f.
(111) Ko¨niglich Preußisches Gesetz zum Schutze des Eigenthums an Werken der
Wissenschaft und Kunst gegen Nachdruck und Nachbildung vom 11.06.1837.
Vgl. Weber, a.a.O. (Anm. 106), S. 24 ff, S. 29.
(112) Gesetz, betreffend das Urheberrecht an Schriftwerken, Abbildungen, musikalischen
Kompositionen und dramatischen Werken vom 11.06.1870 (NdBGBl. S. 339).
(113) Gesetz, betreffend das Urheberrecht an Werken der bildenden Ku¨nste vom
09.01.1876 (RGBl. S. 4).
(114) Gesetz, betreffend den Schutz der Photographieen gegen unerlaubte Nachbildung
vom 10.01.1876 (RGBl. S. 8).
(115) Gesetz, betreffend das Urheberrecht an Werken der Literatur und Tonkunst
(LUG) vom 19.06.1901 (RGBl. S. 227).
(116) Gesetz, betreffend das Urheberrecht an Werken der bildenden Ku¨nste und der
Photographi (KUG) vom 09.01.1907 (RGBl. S. 7).
(117) Gesetz u¨ber Urheberrecht und verwandte Schutzrechte (Urheberrechtsgesetz)
vom 09.09.1965 (BGBl. I S. 1273). 立法資料として、BT-Drs. IV/270を参照。
(118) BT-Drs. IV/270, S. 108. なお、法案提出時は、親告罪規定は 119条に置かれていた。
(119) Einfu¨hrungsgesetz zum Strafgesetzbuch vom 02.03.1974 (BGBl. I S. 469, S. 575).
(120) Gesetz zur A¨nderung von Vorschriften auf dem Gebiet des Urheberrechts vom
24.06.1985 (BGBl. I S. 1137). 立法資料として、BT-Drs. 10/837; BT-Drs. 10/3360
を参照。
(121) Gesetz zur Sta¨rkung des Schutzes des geistigen Eigentums und zur Beka¨mpfung




法学会年報 14号（1991年）1頁以下、同訳「1990年 3月 7日の知的所有権の保護の
強化と製品海賊の禁圧のための法律」日本工業所有権法学会年報 14号（1991年）25
頁以下を参照。
(122) Gesetz zur Regelung des Urheberrechts in der Informationsgesellschaft vom
10.09.2003 (BGBl. I S. 1774). 立法資料として、BT-Drs. 15/38; BT-Drs. 15/837;
BT-Drs. 15/1066; BT-Drs. 15/1353等を参照。また、関連するEU指令として、RL
2004/29 EG及びRL 2004/48/EGも参照。
(123) Gesetz zur Verbesserung der Beka¨mpfung der Geldwa¨sche und Steuerhinterziehung
(Schwarzgeldbeka¨mpfungsgesetz) vom 28.04.2011 (BGBl. I S. 676). 立法資料とし
て、BT-Drs. 17/4182を参照。
(124) 全体像について、Deutscher Bundestag, Dokumentations- und Informationssystem
(DIP),〈http://pdok.bundestag.de/extrakt/ba/WP10/1292/129209.html〉und〈http://
dipbt.bundestag.de/doc/gm/10/100141.pdf〉; Winnen, a.a.O. (Anm. 106), S. 88 ff.
を参照。新立法直後の法解釈と運用について、Freiherr von Gravenreuth, A¨nderung des
149
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Urheberrechts, Betriebs-Brater 1985, S. 1568 ff.; ders., Lokale Besonderheiten
bei der strafrechtlichen Verfolgung der Softwarepiraterie, Computer und Recht
1986, S. 586 ff.を参照。
(125) BGBl. I S. 1137. 前掲注（120）を参照。
(126) BT-Drs. 10/837.
(127) Beschlußempfehlung und Bericht des Rechtsausschusses, BT-Drs. 10/3360, S. 20 f.
(128) Winnen, a.a.O. (Anm. 106), S. 90.
(129) 条件付親告罪の拡大について、Susanne Bra¨hmer, Wesen und Funktion des Strafantrags:
Eine Studie u¨ber Voraussetzungen und Probleme des Verfahrens bei Antragsdelikten,
1994, S. 88; Winnen, a.a.O. (Anm. 106), S. 20 ff.
(130) Zweiundzwanzigstes Strafrechtsa¨nderungsgesetz - § 303 StGB (22. StrA¨ndG)
vom 18.07.1985 (BGBl. I S. 1510).
(131) Zweites Gesetz zur Beka¨mpfung der Wirtschaftskriminalita¨t (2. WiKG) vom
15.05.1986 (BGBl. I S. 721).
(132) Gesetz zur Sta¨rkung des Schutzes des geistigen Eigentums und zur Beka¨mpfung




いて、Deutscher Bundestag, Dokumentations- und Informationssystem (DIP),
〈http://pdok.bundestag.de/extrakt/ba/WP10/1296/129607.html〉und〈http://dipbt.
bundestag.de/doc/gm/10/100157.pdf〉; Winnen, a.a.O. (Anm. 106), S. 42 und S. 75
ff.を参照。なお、器物損壊の条件付親告罪化については、別稿にて詳細に検討する予定
である。
(135) Einundvierzigstes Strafrechtsa¨nderungsgesetz zur Beka¨mpfung der
Computerkriminalita¨t (41. StrA¨ndG) vom 07.08.2007 (BGBl. I S. 1786).
(136) BR-Drs. 135/82; BR-Drs. 205/83.
(137) BT-Drs. 10/308.
(138) BT-Drs. 10/308, S. 1 [A. Zielsetzung].
(139) BT-Drs. 10/308, S. 1 [B. Lo¨sung].
(140) Vgl. BT-Drs. 10/308, S. 1 [D. Kosten].
(141) BT-Drs. 10/308, S. 1 [C. Alternativen].
(142) BT-Drs. 10/308, S. 4.
(143) BT-Drs. 10/308, S. 4.
(144) BT-Drs. 10/308, S. 4. 本段落全体について、Deutscher Bundestag, a.a.O. (Anm. 134);
Winnen, a.a.O. (Anm. 106), S. 75 f.も参照。
(145) BT-Drs. 10/308, S. 6 [Anlage 2: Stellungnahme der Bundesregierung].
(146) BT-Drs. 10/308, S. 6.
(147) BT-Drs. 10/308, S. 6.
(148) BT-Drs. 10/308, S. 6.
(149) BT-Drs. 10/308, S. 6.
(150) BT-Drs. 10/308, S. 6. 本段落全体について、Deutscher Bundestag, a.a.O. (Anm. 134);
Winnen, a.a.O. (Anm. 106), S. 77も参照。
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(151) Fritz Wittmann, in: Deutscher Bundestag - 10. Wahlperiode - 57. Sitzung vom
24.02.1984, BT-Plenarprotokoll 10/57, S. 4062.
(152) BT-Drs. 10/3538, S. 1 [B. Lo¨sung] und S. 2 ff.
(153) Marschewski議員と de With議員による報告（BT-Drs. 10/3538, S. 3）。
(154) BT-Drs. 10/3538, S. 4.
(155) BT-Drs. 10/3538, S. 4.
(156) Deutscher Bundestag - 10. Wahlperiode - 150. Sitzung vom 28.06.1985, BT-
Plenarprotokoll 10/150, S. 11260.
(157) BT-Plenarprotokoll 10/150, S. 11260; vgl. BR-Drs. 325/85. 本段落全体について、
Deutscher Bundestag, a.a.O. (Anm. 134); Winnen, a.a.O. (Anm. 106), S. 77 ff.も参
照。
(158) BR-Drs. 325/1/85, S. 1 f.
(159) BR-Drs. 325/85. 本段落全体について、Winnen, a.a.O. (Anm. 106), S. 79 f.も参照。
(160) 第 2次経済犯罪対策法について、前掲注（131）を参照。本項目の全体像について、
Deutscher Bundestag, Dokumentations- und Informationssystem (DIP),〈http://
pdok.bundestag.de/extrakt/ba/WP9/1471/147106.html〉,〈http://pdok.bundestag.
de/extrakt/ba/WP10/1291/129188.html〉und〈http://dipbt.bundestag.de/doc/gm/
10/100224.pdf〉; Winnen, a.a.O. (Anm. 106), S. 46 und S. 90 f.を参照。
(161) BGBl. I S. 721, 726.
(162) BGBl. I S. 721, 726.
(163) Gesetz gegen den unlauteren Wettbewerb (UWG) in der Fassung der
Bekanntmachung vom 03.03.2010 (BGBl. I S. 254).
(164) BGBl. I S. 721, 726.
(165) Vgl. BR-Drs. 219/82, BT-Drs. 9/2008; BR-Drs. 150/83, BT-Drs. 10/318.
(166) BT-Drs. 10/5058, S. 41.
(167) 本項目の全体像について、Deutscher Bundestag, a.a.O. (Anm. 134); Winnen, a.a.O.
(Anm. 106), S. 42 und S. 75 ff.を参照。2001年以降の法改正について、Thomas
Fischer, Strafgesetzbuch Kurzkommentar, 63. Aufl., 2016, §§ 303a, 303b und
303c等を参照。
(168) 41. StrA¨ndG, a.a.O. (Anm. 135).
(169) Vgl. BR-Drs. 219/82, BT-Drs. 9/2008; BR-Drs. 150/83, BT-Drs. 10/318.
(170) BT-Drs. 10/5058, S. 36.
(171) 本項目の全体像について、Deutscher Bundestag, a.a.O. (Anm. 134); Winnen, a.a.O.
(Anm. 106), S. 43 und S. 80 f.を参照。2001年以降の法改正について、Fischer, a.a.O.
(Anm. 167), § 263a Rn. 1を参照。
(172) Fu¨nfunddreißigstes Strafrechtsa¨nderungsgesetz zur Umsetzung des Rahmenbeschlusses
des Rates der Europa¨ischen Union vom 28. Mai 2001 zur Beka¨mpfung von
Betrug und Fa¨lschung im Zusammenhang mit unbaren Zahlungsmitteln (35.
StrA¨ndG) vom 22.12.2003 (BGBl. I S. 2838).
(173) Vgl. BR-Drs. 219/82, BT-Drs. 9/2008; BR-Drs. 150/83, BT-Drs. 10/318.
(174) Vgl. BT-Drs. 9/2008, S. 21; BT-Drs. 10/318, S. 21.
(175) BT-Drs. 10/5058, S. 30.
(176) BT-Drs. 10/5058, S. 33.
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(Anm. 106), S. 46 ff. und S. 91 f.及び土肥・前掲注（121）1頁以下を参照。
(178) 旧商標法（Warenzeichengesetz vom 05.05.1936 (RGBl. II S. 134); Bekanntmachung
der Neufassungen des Patentgesetzes, des Gebrachsmustergesetzes, des
Warenzeichengesetzes und des Gesetzes u¨ber die Gebu¨hren des Patentamts und
des Patentgerichts vom 02.01.1968 (BGBl. I S. 1)）は、1994年に全面改正され
て現行商標法（Gesetz u¨ber den Schutz von Marken und sonstigen Kennzeichen
(Markengesetz - MarkenG) vom 25.10.1994 (BGBl. I S. 3082; 1995 I S. 156; 1996
I S. 682)）となった。
(179) 刑法施行法 137条 2号（Einfu¨hrungsgesetz zum Strafgesetzbuch (EGStGB) vom
02.03.1974 (BGBl. I S. 469), S. 573）を参照。なお、同法により、法定刑が罰金刑又
は 3月以上の軽懲役から引き上げられている。
(180) Gesetz, betreffend das Urheberrecht an Mustern und Modellen vom 11.01.1876
(RGBl. S. 11). 同法は、2004年に全面改正され（Gesetz u¨ber den rechtlichen Schutz
von Mustern und Modellen (Geschmacksmustergesetz - GeschmMG) vom 12.03.2004
(BGBl. I S. 390)）、さらに、2014年 1月 1日にデザイン法（Gesetz u¨ber den rechtlichen
Schutz von Design (Designgesetz - DesignG) vom 12.03.2004）に名称変更されて
いる（Vgl. Gesetz zur Modernisierung des Geschmacksmustergesetzes sowie zur
A¨nderung der Regelungen u¨ber die Bekanntmachungen zum Ausstellungsschutz
vom 10.10.2013 (BGBl. I S. 3799); Bekanntmachung der Neufassung des
Designgesetzes vom 24.02.2014 (BGBl. I S. 122)）。ドイツ意匠法と著作権法に
ついて、本山雅弘「ドイツにおける意匠法と著作権法との体系的峻別構造の生成と展
開」知財権紀要 15号（2006年）114頁以下を参照。
(181) 刑法施行法 146条 1号（Einfu¨hrungsgesetz zum Strafgesetzbuch (EGStGB) vom
02.03.1974 (BGBl. I S. 469), S. 576）を参照。
(182) Patentgesetz vom 05.05.1936 (RGBl. II S. 117); Bekanntmachung der Neufassung
des Patentgesetzes vom 16.12.1980 (BGBl.1981 I S. 1).
(183) Gebrauchsmustergesetz (GebrMG) vom 05.05.1936 (RGBl. II S. 130); Bekanntmachung
der Neufassung des Gebrauchsmustergesetzes vom 28.08.1986 (BGBl. I S. 1455).
(184) Gesetz u¨ber den Schutz der Topographien von mikroelektronischen
Halbleitererzeugnissen (Halbleiterschutzgesetz - HalblSchG) vom 22.10.1987
(BGBl. I S. 2294).
(185) Sortenschutzgesetz vom 11.12.1985 (BGBl. I S. 2170); Bekanntmachung der
Neufassung des Sortenschutzgesetzes vom 19.12.1997 (BGBl. I S. 3164).
(186) BT-Drs. 11/4792, S. 15 ff. und S. 22 ff. 法律全体の制定理由について、土肥・前掲注
（121）3頁以下を参照。
(187) BT-Drs. 11/4792, S. 15.
(188) BT-Drs. 11/4792, S. 15.
(189) BT-Drs. 11/4792, S. 22 ff.
(190) BT-Drs. 11/4792, S. 25. 土肥・前掲注（121）8頁以下も参照。
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法）が参議院本会議で可決・成立し、2016年 12月 16日に平成 28年法律第 108号
として公布された。一部非親告罪化の施行日は、「環太平洋パートナーシップ協定
が日本国について効力を生ずる日」である（附則 1条）。TPP協定発効の先行きが
不透明なため、本論文分割掲載（1）では記述を法改正に合わせて変更していない。
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